
議案第３８号 人権擁護委員の推薦について Ｐ 3

議案第３９号 愛知県後期高齢者医療広域連合規約の変更につい
て

Ｐ 8

議案第４０号 江南市土地開発基金の設置及び管理に関する条例
の一部改正について

Ｐ 11

議案第４１号 江南市下水道条例の一部改正について Ｐ 14

議案第４２号 江南市行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番号
の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一
部改正について

Ｐ 19

議案第４３号 江南市国民健康保険税条例の一部改正について Ｐ 24

議案第４４号 江南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する
基準を定める条例の一部改正について

Ｐ 29

議案第４５号 江南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事
業の運営に関する基準を定める条例の一部改正に
ついて

Ｐ 33

議案第４６号 令和６年度江南市一般会計補正予算（第２号） Ｐ 39

議案第４７号 令和６年度江南市国民健康保険特別会計補正予算
（第１号）

Ｐ 67

議案第４８号 令和６年度尾張都市計画事業江南布袋南部土地区
画整理事業特別会計補正予算（第１号）

Ｐ 75

議案第４９号 令和６年度江南市水道事業会計補正予算（第１
号）

Ｐ 83

議案第５０号 令和６年度江南市下水道事業会計補正予算（第１
号）

Ｐ 95

令和６年江南市議会６月定例会議案目録

令和６年６月７日

- 1 -



報 告 第 １ 号 令和５年度江南市一般会計継続費繰越計算書につ
いて

Ｐ 112

報 告 第 ２ 号 令和５年度江南市一般会計繰越明許費繰越計算書
について

Ｐ 115

報 告 第 ３ 号 令和５年度江南市下水道事業会計予算繰越計算書
について

Ｐ 120

報 告 第 ４ 号 令和６年度江南市土地開発公社の経営状況につい
て

Ｐ 122

- 2 -



令和６年議案第３８号 

 

   人権擁護委員の推薦について 

 

 下記の者を人権擁護委員候補者として推薦したいから、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定に基づき、議会の意見を求める。 

 

  令和６年６月７日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

記 

 

 住  所   

 氏  名  仙田 桂 

 生年月日   

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、人権擁護委員 仙田桂氏が令和６年６月３０日任期満了す

るので、後任の者を推薦する必要があるからであります。 
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仙 田 桂 履 歴 

 

住  所    

生年月日    

学  歴    

職  歴   
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（参 考） 

人 権 擁 護 委 員 名 簿 

(令和６年６月１日現在) 

住    所 氏  名 生 年 月 日 任    期 

 仙田 桂  
自令和 3年 7月 1日 

至令和 6年 6月30日 

 古田扶三子  
自令和 4年 4月 1日 

至令和 7年 3月31日 

 佐口多寿枝  
自令和 4年 4月 1日 

至令和 7年 3月31日 

 武馬 健之  
自令和 4年 4月 1日 

至令和 7年 3月31日 

 宮川比佐子  
自令和 4年 4月 1日 

至令和 7年 3月31日 

 葛西 直示  
自令和 4年 4月 1日 

至令和 7年 3月31日 

 沢田富美夫  
自令和 4年10月 1日 

至令和 7年 9月30日 

 柴田 広美  
自令和 5年 4月 1日 

至令和 8年 3月31日 

 大池 健弘  
自令和 5年10月 1日 

至令和 8年 9月30日 

 高田 愛子  
自令和 6年 4月 1日 

至令和 9年 3月31日 
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（参 考） 

 

   人権擁護委員法（抜粋） 

 （委員の使命） 

第２条 人権擁護委員は、国民の基本的人権が侵犯されることのないように監視し、

若し、これが侵犯された場合には、その救済のため、すみやかに適切な処置を採る

とともに、常に自由人権思想の普及高揚に努めることをもつてその使命とする。 

 （委員の推薦及び委嘱） 

第６条 人権擁護委員は、法務大臣が委嘱する。 

２   （略） 

３ 市町村長は、法務大臣に対し、当該市町村の議会の議員の選挙権を有する住民で、

人格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある社会事業家、

教育者、報道新聞の業務に携わる者等及び弁護士会その他婦人、労働者、青年等の

団体であつて直接間接に人権の擁護を目的とし、又はこれを支持する団体の構成員

の中から、その市町村の議会の意見を聞いて、人権擁護委員の候補者を推薦しなけ

ればならない。 

４及び５   （略） 

６ 人権擁護委員の推薦及び委嘱に当つては、すべての国民は、平等に取り扱われ、

人種、信条、性別、社会的身分、門地又は第７条第１項第４号に規定する場合を除

く外、政治的意見若しくは政治的所属関係によつて差別されてはならない。 

７及び８   （略） 

 （委員の任期） 

第９条 人権擁護委員の任期は、３年とする。但し、任期満了後も、後任者が委嘱さ

れるまでの間、その職務を行う。 
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令和６年議案第３９号 

 

   愛知県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項及び第２９１条の１

１の規定により、愛知県後期高齢者医療広域連合規約を次のとおり変更することにつ

いて、議決を求める。 

 

  令和６年６月７日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０

号）の一部改正により、現行の被保険者証は令和６年１２月２日以降発行されなくな

るため、愛知県後期高齢者医療広域連合規約を変更する必要があるからであります。 
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   愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約（案） 

 

 愛知県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年３月２０日愛知県知事許可）の一

部を次のように変更する。 

 

 別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。 

 

   附 則 

 この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 
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（参 考） 

   愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (事務) 

第4条 広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号。以下

「法」という。)に規定する後期高齢者医療制度の事務のうち、次に掲げる事務を処

理する。ただし、各号に掲げる事務のうち、別表第1に定める事務については構成市

町村において行う。 

 (1)～(5)   （略） 

別表第1(第4条関係) 別表第1(第4条関係) 

1 被保険者の資格管理に関する申請及

び届出の受付 

2 資格確認書等の引渡し 

3 資格確認書等の返還の受付 

 

4 医療給付に関する申請及び届出の受

付並びに証明書の引渡し 

5 保険料に関する申請の受付 

6 上記事務に付随する事務 
 

1 被保険者の資格管理に関する申請及

び届出の受付 

2 被保険者証及び資格証明書の引渡し 

3 被保険者証及び資格証明書の返還の

受付 

4 医療給付に関する申請及び届出の受

付並びに証明書の引渡し 

5 保険料に関する申請の受付 

6 上記事務に付随する事務 
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令和６年議案第４０号 

 

   江南市土地開発基金の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

 

 江南市土地開発基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり定めるものとする。 

 

  令和６年６月７日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市土地開発基金を減額し、一般会計に繰り入れるため、

改正する必要があるからであります。 
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   江南市土地開発基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

 江南市土地開発基金の設置及び管理に関する条例（昭和４５年条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第３条第１項中「４６０，２９５，９４８円」を「３７４，３１０，７６６円」に改

める。 

 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行に伴い余剰となる額は、一般会計歳入歳出予算の定めるところに

より繰り入れるものとする。 
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（参 考） 

   江南市土地開発基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（案）

の新旧対照表 

新 旧 

 (基金の額)  (基金の額) 

第3条 基金の額は、374,310,766円とす

る。 

第3条 基金の額は、460,295,948円とす

る。 

2及び3   （略） 2及び3   （略） 
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令和６年議案第４１号 

 

   江南市下水道条例の一部改正について 

 

 江南市下水道条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めるものとする。 

 

  令和６年６月７日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、排水設備工事責任技術者に係る常駐・専任規制の見直し等、

所要の整備を図る必要があるからであります。 
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   江南市下水道条例の一部を改正する条例（案） 

 

 江南市下水道条例（平成１３年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条第２項第２号中「専属する責任技術者の氏名」を「選任することとなる責任

技術者の氏名並びに他の営業所の責任技術者を兼任している場合はその兼務状況」に

改め、同条第３項第１号中「エまで」を「カまで」に改め、同項第２号中「住民票」の

次に「、在留カード（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第１９

条の３に規定する在留カードをいう。）又は特別永住者証明書（日本国との平和条約

に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７

１号）第７条第１項に規定する特別永住者証明書をいう。）」を加え、同項第４号中

「専属する」を「選任することとなる」に改め、同項第６号を次のように改める。 

（６）選任することとなる責任技術者名簿 

 第８条第１項第１号中「次条第１項の規定により」を削り、「が１名以上専属してい

る者である」を「を選任している」に改め、同項第４号エ中「同項第６号」を「同条第

６号」に改める。 

 第９条の見出しを「（責任技術者）」に改め、同条第１項中「専属させなければ」を

「選任しなければ」に改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、同一の都道府県の区域内における他の営業所について兼任することを妨

げない。 

 第２３条第１項第１０号中「大腸菌群」を「大腸菌数」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条第１項第１０号の改正規定

は、令和７年４月１日から施行する。 
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（参 考） 

   江南市下水道条例の一部を改正する条例（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (指定の申請)  (指定の申請) 

第7条   （略） 第7条   （略） 

2 前条第1項の指定を受けようとする者

は、次に掲げる事項を記載した申請書を

市長に提出しなければならない。 

2 同左 

 (1)   （略）  (1)   （略） 

 (2) 排水設備等の新設等の工事の事業

を行う営業所(以下「営業所」という。)

の名称及び所在地並びに第9条第1項

の規定により、それぞれの営業所にお

いて選任することとなる責任技術者

の氏名並びに他の営業所の責任技術

者を兼任している場合はその兼務状

況 

 (2) 排水設備等の新設等の工事の事業

を行う営業所(以下「営業所」という。)

の名称及び所在地並びに第9条第1項

の規定により、それぞれの営業所にお

いて専属する責任技術者の氏名 

3 前項の申請書には次に掲げる書類を添

えなければならない。 

3 同左 

 (1) 次条第1項第4号アからカまでのい

ずれにも該当しない者であることを

誓約する書類 

 (1) 次条第1項第4号アからエまでのい

ずれにも該当しない者であることを

誓約する書類 

 (2) 法人にあっては、定款又は寄附行

為及び登記事項証明書、個人にあって

はその住民票、在留カード(出入国管

理及び難民認定法(昭和26年政令第

319号)第19条の3に規定する在留カー

ドをいう。)又は特別永住者証明書(日

本国との平和条約に基づき日本の国

籍を離脱した者等の出入国管理に関

する特例法(平成3年法律第71号)第7

条第1項に規定する特別永住者証明書

 (2) 法人にあっては、定款又は寄附行

為及び登記事項証明書、個人にあって

はその住民票の写し 
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新 旧 

をいう。)の写し 

 (3)   （略）  (3)   （略） 

 (4) 選任することとなる責任技術者の

責任技術者証の写し 

 (4) 専属する責任技術者の責任技術者

証の写し 

 (5)   （略）  (5)   （略） 

 (6) 選任することとなる責任技術者名

簿 

 (6) 専属する責任技術者を証する書類 

 (指定の基準)  (指定の基準) 

第8条 市長は、第6条第1項の指定の申請

をした者が次の各号のいずれにも適合し

ていると認めるときは、同項の指定を行

う。 

第8条 同左 

 (1) 営業所ごとに責任技術者として登

録を受けた者を選任していること。 

 (1) 営業所ごとに次条第1項の規定に

より責任技術者として登録を受けた

者が1名以上専属している者であるこ

と。 

 (2)及び(3)   （略）  (2)及び(3)   （略） 

 (4) 次のいずれにも該当しない者であ

ること。 

 (4) 同左 

  ア～ウ   （略）   ア～ウ   （略） 

  エ 暴力団排除措置対象者(暴力団員

による不当な行為の防止等に関す

る法律(平成3年法律第77号)第2条

第2号に規定する暴力団、同条第6号

に規定する暴力団員又はそれらと

密接な関係を有する者をいう。) 

  エ 暴力団排除措置対象者(暴力団員

による不当な行為の防止等に関す

る法律(平成3年法律第77号)第2条

第2号に規定する暴力団、同項第6号

に規定する暴力団員又はそれらと

密接な関係を有する者をいう。) 

  オ及びカ   （略）   オ及びカ   （略） 

2   （略） 2   （略） 

 (責任技術者)  (排水設備工事責任技術者) 

第9条 指定工事店は、営業所ごとに次項

各号に掲げる職務をさせるため、責任技

第9条 指定工事店は、営業所ごとに次項

各号に掲げる職務をさせるため、責任技
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新 旧 

術者を選任しなければならない。ただし、

同一の都道府県の区域内における他の営

業所について兼任することを妨げない。 

術者を専属させなければならない。 

2～4   （略） 2～4   （略） 

 (法第12条の11の規定による除害施設の

設置等) 

 (法第12条の11の規定による除害施設の

設置等) 

第23条 法第12条の11第1項の規定によ

り、次に定める基準に適合しない下水(法

第12条の2第1項又は第5項の規定により

公共下水道に排除してはならないことと

されているものを除く。)を継続して排除

して公共下水道を使用する者は、除害施

設を設け、又は必要な措置をしなければ

ならない。 

第23条 同左 

 (1)～(9)   （略）  (1)～(9)   （略） 

 (10) 前各号に掲げる物質又は項目以

外のもので、他の条例により当該公共

下水道が接続する流域下水道からの

放流水に関する排水基準が定められ

たもの(第5号に掲げる項目に類似す

る項目及び大腸菌数を除く。) 当該

排水基準に係る数値 

 (10) 前各号に掲げる物質又は項目以

外のもので、他の条例により当該公共

下水道が接続する流域下水道からの

放流水に関する排水基準が定められ

たもの(第5号に掲げる項目に類似す

る項目及び大腸菌群を除く。) 当該

排水基準に係る数値 

2   （略） 2   （略） 
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令和６年議案第４２号 

 

   江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正に

ついて 

 

 江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を

別紙のとおり定めるものとする。 

 

  令和６年６月７日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の一部改正に伴

い、所要の整備を図る必要があるからであります。 
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   江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例（案） 

 

 江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第１８

号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１の１４の項及び別表第２の１の項中「進学準備給付金」を「進学・就職準備

給付金」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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（参 考） 

   江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (個人番号の利用範囲) 

第4条 法第9条第2項の条例で定める事務は、別表第1の左欄に掲げる執行機関が行う

同表の右欄に掲げる事務、別表第2の左欄に掲げる執行機関が次項の規定により同

表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該執行機関が保有するものを利用して

行う同表の中欄に掲げる事務及び市の執行機関が行う特定個人番号利用事務とす

る。 

2 別表第2の左欄に掲げる執行機関は、同表の中欄に掲げる事務を処理するために必

要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該執行機関が保有するも

のを利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受け

ることができる場合は、この限りでない。 

3及び4   （略） 

別表第1(第4条関係) 別表第1(第4条関係) 

執行機関 事務 

1の項～13の4の項   （略） 

14 市長 生活に困窮する外国人に対

する生活保護法(昭和25年

法律第144号)による保護の

決定及び実施、就労自立給

付金若しくは進学・就職準

備給付金の支給、保護に要

する費用の返還又は徴収金

の徴収に準じて行われる措

置に関する事務であって規

則で定めるもの 

15の項～27の項   （略） 
 

執行機関 事務 

1の項～13の4の項   （略） 

14 市長 生活に困窮する外国人に対

する生活保護法(昭和25年

法律第144号)による保護の

決定及び実施、就労自立給

付金若しくは進学準備給付

金の支給、保護に要する費

用の返還又は徴収金の徴収

に準じて行われる措置に関

する事務であって規則で定

めるもの 

15の項～27の項   （略） 
 

別表第2(第4条関係) 別表第2(第4条関係) 
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新 旧 

執行機関 事務 特定個人情報 

1 市長 居宅サービ

ス等の利用

者の負担の

軽減に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

生活保護法による

保護の実施若しく

は就労自立給付金

若しくは進学・就

職準備給付金の支

給に関する情報

(以下「生活保護関

係情報」という。)、

地方税法その他の

地方税に関する法

律に基づく条例の

規定により算定し

た税額若しくはそ

の算定の基礎とな

る事項に関する情

報(以下「地方税関

係情報」という。)、

中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進

並びに永住帰国し

た中国残留邦人等

及び特定配偶者の

自立の支援に関す

る法律(平成6年法

律第30号)による

支援給付若しくは

配偶者支援金(以

下「中国残留邦人

等支援給付等」と

執行機関 事務 特定個人情報 

1 市長 居宅サービ

ス等の利用

者の負担の

軽減に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

生活保護法による

保護の実施若しく

は就労自立給付金

若しくは進学準備

給付金の支給に関

する情報(以下「生

活保護関係情報」

という。)、地方税

法その他の地方税

に関する法律に基

づく条例の規定に

より算定した税額

若しくはその算定

の基礎となる事項

に関する情報(以

下「地方税関係情

報」という。)、中

国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並

びに永住帰国した

中国残留邦人等及

び特定配偶者の自

立の支援に関する

法律(平成6年法律

第30号)による支

援給付若しくは配

偶者支援金(以下

「中国残留邦人等

支援給付等」とい
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新 旧 

いう。)の支給に関

する情報(以下「中

国残留邦人等支援

給付等関係情報」

という。)、介護保

険法による保険給

付の支給、地域支

援事業の実施若し

くは保険料の徴収

に関する情報(以

下「介護保険給付

等関係情報」とい

う。)、生活に困窮

する外国人に対す

る生活保護法によ

る保護の実施若し

くは就労自立給付

金若しくは進学・

就職準備給付金の

支給に準じて行わ

れる措置に関する

情報(以下「法定外

生活保護関係情

報」という。)又は

他の条例等による

助成に関する情報

であって規則で定

めるもの 

2の項～46の項   （略） 
 

う。)の支給に関す

る情報(以下「中国

残留邦人等支援給

付等関係情報」と

いう。)、介護保険

法による保険給付

の支給、地域支援

事業の実施若しく

は保険料の徴収に

関する情報(以下

「介護保険給付等

関係情報」とい

う。)、生活に困窮

する外国人に対す

る生活保護法によ

る保護の実施若し

くは就労自立給付

金若しくは進学準

備給付金の支給に

準じて行われる措

置に関する情報

(以下「法定外生活

保護関係情報」と

いう。)又は他の条

例等による助成に

関する情報であっ

て規則で定めるも

の 

2の項～46の項   （略） 
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令和６年議案第４３号 

 

   江南市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

 江南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めるものとする。 

 

  令和６年６月７日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、国民健康保険事業の健全な運営を図るための課税限度額の

引上げ及び低所得者の負担を軽減するための軽減対象者の拡大について、所要の整備

を図る必要があるからであります。 
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   江南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 

 

 江南市国民健康保険税条例（昭和３１年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第３項ただし書中「２２０，０００円」を「２４０，０００円」に改める。 

 第１２条第１項各号列記以外の部分中「２２０，０００円」を「２４０，０００円」

に改め、同項第２号中「２９０，０００円」を「２９５，０００円」に改め、同項第３

号中「５３５，０００円」を「５４５，０００円」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の江南市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度分の国民健

康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従

前の例による。 
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（参 考） 

   江南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (課税額)  (課税額) 

第2条   （略） 第2条   （略） 

2   （略） 2   （略） 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税

額は、世帯主(前条第2項の世帯主を除

く。)及びその世帯に属する国民健康保

険の被保険者につき算定した所得割額

並びに被保険者均等割額及び世帯別平

等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が240,000円を超える場合において

は、後期高齢者支援金等課税額は、

240,000円とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税

額は、世帯主(前条第2項の世帯主を除

く。)及びその世帯に属する国民健康保

険の被保険者につき算定した所得割額

並びに被保険者均等割額及び世帯別平

等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が220,000円を超える場合において

は、後期高齢者支援金等課税額は、

220,000円とする。 

4   （略） 4   （略） 

 (国民健康保険税の減額)  (国民健康保険税の減額) 

第12条 次の各号のいずれかに掲げる国

民健康保険税の納税義務者に対して課す

る国民健康保険税の額は、第2条第2項本

文の基礎課税額からア及びイに掲げる額

を減額して得た額(当該減額して得た額

が650,000円を超える場合には、650,000

円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金

等課税額からウ及びエに掲げる額を減額

して得た額 (当該減額して得た額が

240,000円を超える場合には、240,000円)

並びに同条第4項本文の介護納付金課税

額からオ及びカに掲げる額を減額して得

た額(当該減額して得た額が170,000円を

超える場合には、170,000円)の合算額と

する。 

第12条 次の各号のいずれかに掲げる国

民健康保険税の納税義務者に対して課す

る国民健康保険税の額は、第2条第2項本

文の基礎課税額からア及びイに掲げる額

を減額して得た額(当該減額して得た額

が650,000円を超える場合には、650,000

円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金

等課税額からウ及びエに掲げる額を減額

して得た額 (当該減額して得た額が

220,000円を超える場合には、220,000円)

並びに同条第4項本文の介護納付金課税

額からオ及びカに掲げる額を減額して得

た額(当該減額して得た額が170,000円を

超える場合には、170,000円)の合算額と

する。 
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新 旧 

 (1)   （略）  (1)   （略） 

 (2) 法第703条の5第1項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円(納税義務者並びにその

世帯に属する国民健康保険の被保険

者及び特定同一世帯所属者のうち給

与所得者等の数が2以上の場合にあっ

ては、430,000円に当該給与所得者等

の数から1を減じた数に100,000円を

乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人に

つき295,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前号に該

当する者を除く。) 

 (2) 法第703条の5第1項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円(納税義務者並びにその

世帯に属する国民健康保険の被保険

者及び特定同一世帯所属者のうち給

与所得者等の数が2以上の場合にあっ

ては、430,000円に当該給与所得者等

の数から1を減じた数に100,000円を

乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人に

つき290,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前号に該

当する者を除く。) 

  ア～カ   （略）   ア～カ   （略） 

 (3) 法第703条の5第1項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円(納税義務者並びにその

世帯に属する国民健康保険の被保険

者及び特定同一世帯所属者のうち給

与所得者等の数が2以上の場合にあっ

ては、430,000円に当該給与所得者等

の数から1を減じた数に100,000円を

乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人に

つき545,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前2号に

該当する者を除く。) 

 (3) 法第703条の5第1項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円(納税義務者並びにその

世帯に属する国民健康保険の被保険

者及び特定同一世帯所属者のうち給

与所得者等の数が2以上の場合にあっ

ては、430,000円に当該給与所得者等

の数から1を減じた数に100,000円を

乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人に

つき535,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前2号に

該当する者を除く。) 

  ア～カ   （略）   ア～カ   （略） 

2及び3   （略） 2及び3   （略） 
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（参　考）
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令和６年議案第４４号 

 

   江南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について 

 

 江南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例を別紙のとおり定めるものとする。 

 

  令和６年６月７日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６

年厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い、所要の整備を図る必要があるからであ

ります。 
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   江南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例（案） 

 

 江南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条

例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２９条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改める。 

 第３１条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改める。 

 第４４条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改める。 

 第４７条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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（参 考） 

   江南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (職員)  (職員) 

第29条   （略） 第29条   （略） 

2 保育士の数は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める数の合計数に

1を加えた数以上とする。 

2 同左 

 (1)及び(2)   （略）  (1)及び(2)   （略） 

 (3) 満3歳以上満4歳に満たない児童

(法第6条の3第10項第2号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。) おおむね15人につき1人 

 (3) 満3歳以上満4歳に満たない児童

(法第6条の3第10項第2号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。) おおむね20人につき1人 

 (4) 満4歳以上の児童 おおむね25人

につき1人 

 (4) 満4歳以上の児童 おおむね30人

につき1人 

3   （略） 3   （略） 

 (職員)  (職員) 

第31条   （略） 第31条   （略） 

2 保育従事者の数は、次の各号に掲げる

乳幼児の区分に応じ、当該各号に定める

数の合計数に1を加えた数以上とし、その

うち半数以上は保育士とする。 

2 同左 

 (1)及び(2)   （略）  (1)及び(2)   （略） 

 (3) 満3歳以上満4歳に満たない児童

(法第6条の3第10項第2号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。) おおむね15人につき1人 

 (3) 満3歳以上満4歳に満たない児童

(法第6条の3第10項第2号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。) おおむね20人につき1人 

 (4) 満4歳以上の児童 おおむね25人

につき1人 

 (4) 満4歳以上の児童 おおむね30人

につき1人 

3   （略） 3   （略） 

 (保育所型事業所内保育事業所の職員)  (保育所型事業所内保育事業所の職員) 
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新 旧 

第44条   （略） 第44条   （略） 

2 保育士の数は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める数の合計数以

上とする。ただし、保育所型事業所内保

育事業所1につき2人を下回ることはでき

ない。 

2 同左 

 (1)及び(2)   （略）  (1)及び(2)   （略） 

 (3) 満3歳以上満4歳に満たない児童

(法第6条の3第12項第2号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。) おおむね15人につき1人 

 (3) 満3歳以上満4歳に満たない児童

(法第6条の3第12項第2号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。) おおむね20人につき1人 

 (4) 満4歳以上の児童 おおむね25人

につき1人 

 (4) 満4歳以上の児童 おおむね30人

につき1人 

3   （略） 3   （略） 

 (小規模型事業所内保育事業所の職員)  (小規模型事業所内保育事業所の職員) 

第47条   （略） 第47条   （略） 

2 保育士の数は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める数の合計数に

1を加えた数以上とする。 

2 同左 

 (1)及び(2)   （略）  (1)及び(2)   （略） 

 (3) 満3歳以上満4歳に満たない児童

(法第6条の3第12項第2号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。) おおむね15人につき1人 

 (3) 満3歳以上満4歳に満たない児童

(法第6条の3第12項第2号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。) おおむね20人につき1人 

 (4) 満4歳以上の児童 おおむね25人

につき1人 

 (4) 満4歳以上の児童 おおむね30人

につき1人 

3   （略） 3   （略） 
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令和６年議案第４５号 

江南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

 江南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めるものとする。 

  令和６年６月７日提出 

江南市長  澤田 和延

提案理由 

 この案を提出するのは、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子

ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）等の一

部改正に伴い、所要の整備を図る必要があるからであります。 
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江南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例（案） 

 江南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２３号中「第４３条第３項」を「第４３条第２項」に改める。 

 第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければ」を「掲示する

とともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信される

ことを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有

線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しなければ」に改める。 

第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設（認定こども園

又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設

（特別利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」と、」を加

える。 

 第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる

方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電

磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（参 考） 

江南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (定義)  (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲

げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

第2条 同左 

(1)～(22)   （略） (1)～(22) （略） 

(23) 特定地域型保育事業 法第43条

第2項に規定する特定地域型保育事業

をいう。 

(23) 特定地域型保育事業 法第43条

第3項に規定する特定地域型保育事業

をいう。 

(24)～(29)   （略） (24)～(29)   （略） 

 (掲示等)  (掲示) 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定

教育・保育施設の見やすい場所に、運営

規程の概要、職員の勤務の体制、利用者

負担その他の利用申込者の特定教育・保

育施設の選択に資すると認められる重要

事項を掲示するとともに、電気通信回線

に接続して行う自動公衆送信(公衆によ

って直接受信されることを目的として公

衆からの求めに応じ自動的に送信を行う

ことをいい、放送又は有線放送に該当す

るものを除く。)により公衆の閲覧に供し

なければならない。 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定

教育・保育施設の見やすい場所に、運営

規程の概要、職員の勤務の体制、利用者

負担その他の利用申込者の特定教育・保

育施設の選択に資すると認められる重要

事項を掲示しなければならない。 

 (特別利用教育の基準)  (特別利用教育の基準) 

第36条   （略） 第36条   （略） 

2   （略） 2   （略） 

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、

特定教育・保育には特別利用教育を、施

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、

特定教育・保育には特別利用教育を、施
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新 旧 

設型給付費には特例施設型給付費を、そ

れぞれ含むものとして、前節(第6条第3項

及び第7条第2項を除く。)の規定を適用す

る。この場合において、第6条第2項中「特

定教育・保育施設（認定こども園又は幼

稚園に限る。以下この項において同じ。)」

とあるのは「特定教育・保育施設(特別利

用教育を提供している施設に限る。以下

この項において同じ。)」と、「利用の申

込みに係る法第19条第1号に掲げる小学

校就学前子ども」とあるのは「利用の申

込みに係る法第19条第2号に掲げる小学

校就学前子ども」と、「同号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「同条第1号又

は第2号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」と、

「同号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員」とあるのは「同条第

1号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員」と、第13条第2項中「法

第27条第3項第1号に掲げる額」とあるの

は「法第28条第2項第3号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第4項第3号イ(ア)中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども(特別利用教育を受

ける者を含む。)」と、同号イ(イ)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用教育を

受ける者を除く。)」とする。 

設型給付費には特例施設型給付費を、そ

れぞれ含むものとして、前節(第6条第3項

及び第7条第2項を除く。)の規定を適用す

る。この場合において、第6条第2項中「利

用の申込みに係る法第19条第1号に掲げ

る小学校就学前子ども」とあるのは「利

用の申込みに係る法第19条第2号に掲げ

る小学校就学前子ども」と、「同号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「同条

第1号又は第2号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も」と、「同号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員」とあるのは「同

条第1号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員」と、第13条第2項中

「法第27条第3項第1号に掲げる額」とあ

るのは「法第28条第2項第3号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第4項第3号イ(ア)中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども(特別利用教育を受

ける者を含む。)」と、同号イ(イ)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用教育を

受ける者を除く。)」とする。 
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新 旧 

 (電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第53条   （略） 第53条 （略） 

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規

定による書面等の交付又は提出について

は、当該書面等が電磁的記録により作成

されている場合には、当該書面等の交付

又は提出に代えて、第4項で定めるところ

により、教育・保育給付認定保護者の承

諾を得て、当該書面等に記載すべき事項

(以下この条において「記載事項」とい

う。)を電子情報処理組織(特定教育・保

育施設等の使用に係る電子計算機と、教

育・保育給付認定保護者の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう。以下この条にお

いて同じ。)を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって次に

掲げるもの(以下この条において「電磁的

方法」という。)により提供することがで

きる。この場合において、当該特定教育・

保育施設等は、当該書面等を交付又は提

出したものとみなす。 

2 同左 

(1) （略） (1) （略）

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録に係

る記録媒体をいう。)をもって調製す

るファイルに記載事項を記録したも

のを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロム

その他これらに準ずる方法により一

定の事項を確実に記録しておくこと

ができる物をもって調製するファイ

ルに記載事項を記録したものを交付

する方法 

3～6 （略） 3～6 （略） 
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令和６年議案第４６号  

令和６年度江南市一般会計補正予算（第２号） 

 令和６年度江南市の一般会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 153,634千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 33,306,105千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 既定の継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

  令和６年６月７日提出  

江南市長  澤田 和延 
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出

6,475 669 3,

予

727,144

算

2 国 庫 補 助 金

補

236,792 △5,

正

433 231,359

歳

4 国 庫

　

交 付 金 1,818,4

入

64 △923 1,817,541

16 県 支 出 金 2,616,707 653 2,617,360

2 県 補 助 金 749,879 553 750,432

3

款

委 託 金 176,241

項

100 176,341

補正

19 繰 入 金 259,

第

前

667 108,768

の

368,435

額

1 基 金 繰 入 金

補

259,667 108

　

,768 368,43

正

5

　

22 市 債 1,01

額

7,100 49,90

計

0 1,067,000

千

1 市 債

１

円

1,017,100 4

千

9,900 1,067

円

,000

千

歳　　入　　合　　計

円

33,152,471 153,634 33,306,105

表

15 国 庫 支 出 金 5

　

,804,348 △5

歳

,687 5,798,

入

661

歳

1 国 庫 負 担 金 3,72
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79

4 都 市 計 画 費 739,091 242 739,333

6 下 水 道 費 603,542 △786 602,756

9 消 防 費 1,135,948 11,125 1,147,073

1 消 防 費 1,135,948 11,125 1,147,073

10 教 育 費 2,981,857 100 2,981,957

1 教 育 総 務 費 444,930 100 445,030

歳　　出　　合　　計 33,152,471 153,634 33,306,105

歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

2 総 務 費 3,082,023 5,225 3,087,248

1 総 務 管 理 費 2,429,431 5,841 2,435,272

2 徴 税 費 424,185 △616 423,569

3 戸籍住民基本台帳費 206,533 206,533

3 民 生 費 17,304,604 76,455 17,381,059

1 社 会 福 祉 費 8,466,912 2,766 8,469,678

2 児 童 福 祉 費 6,589,963 72,589 6,662,552

3 生 活 保 護 費 2,226,812 1,100 2,227,912

4 衛 生 費 2,702,209 4,827 2,707,036

1 保 健 衛 生 費 854,150 4,827 858,977

2 清 掃 費 1,846,923 1,846,923

7 商 工 費 393,320 6,446 399,766

1 商 工 費 393,320 6,446 399,766

8 土 木 費 2,420,259 49,456 2,469,715

2 道 路 橋 り ょ う 費 634,079 50,000 684,0
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第２表 継続費補正 

［単位：千円］ 

款 項 事 業 名 
補 正 前      補  正  後 

総 額 年 度 年割額 総 額 年  度 年割額 

２ 

総務費 

２ 

徴税費 

土 地 調 査

評 価 事 業 
39,226 

令和 6年度 8,448 

36,080 

令和 6年度 7,832 

令和 7年度 19,228 令和 7年度 17,677 

令和 8年度 11,550 令和 8年度 10,571 
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第３表 地方債補正 

［単位：千円］ 

起債の目的        限度額     起債の方法 利 率 償還の方法 

保育園空調設備改修事業 51,700 

普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0%以内 

（ただし、利

率見直し方

式で借り入れ

る政府資金

及び地方公

共団体金融

機構資金に

ついて、利率

の見直しを行

った後におい

ては、当該利

率見直し後

の利率） 

借入れの日から据置期間

を含めて 30 年以内償還。た

だし、市財政の都合により据

置期間及び償還期限を短縮

し、又は繰上償還もしくは低

利に借換えすることができ

る。 
保 育 園 整 備 事 業 13,400 

    ［単位：千円］ 

起 債 の 目 的        

補 正 前 補 正 後 

限 度 額     

起債 

の 

方法 

利率 

償還 

の 

方法 

限 度 額     

起債 

の 

方法 

利率 

償還 

の 

方法 

橋りょう長寿命化事業 7,000 
普通 

貸借 

又は 

証券 

発行 

4.0%以内 

(ただし、

利 率 見 直

し 方 式 で

借 り 入 れ

る 政 府 資

金 及 び 地

方 公 共 団

体 金 融 機

構 資 金 に

ついて、利

率 の 見 直

し を 行 っ

た 後 に お

いては、当

該 利 率 見

直 し 後 の

利率) 

借 入 れ

の日から

据置期間

を含めて

30 年以内

償還。ただ

し、市財政

の都合に

より据置

期間及び

償還期限

を短縮し、

又は繰上

償還もし

くは低利

に借換え

すること

ができる。

3,100 

補正 

前に 

同じ 

補正 

前に 

同じ 

補正 

前に 

同じ 

道 路 改 良 事 業 27,400 16,100 

計 1,017,100 1,067,000 
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,348 △5,687 5,798,661

款

16 県 支 出

補

金 2,616,707

正

653 2,617,3

前

60

19

の

繰 入 金 259,667

予

108,768 368

算

,435

額

22 市 債 1,017,

補

100 49,900 1

正

,067,000

予

歳 入 合 計 3

算

3,152,471 1

額

53,634 33,3

計

06,105

千円 千円 千円

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

15 国 庫 支 出 金 5,804

3,082,023 5,225 3,087,248

3 民 生 費 17,304,604 76,455 17,381,059

（歳 

4 衛 生 費 2,702,209 4,827 2,707,036

7 商 工 費 393,320 6,446 399,766

8 土 木 費 2,420,259 49,456 2,469,715

9 消 防 費 1,135,948 11,125 1,147,073

 出

10 教 育

款

費 2,981,857

補

100 2,981,9

正

57

前の予

歳 出 合 計 33,15

算

2,471 153,6

額

34 33,306,1

補

05

）

正予算額 計

千円 千円 千円

費務2 総
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2,137 3,088

12,831 65,100 △1,476

補

1,222 3

正

,605

予 算 額 の

6,446

財 源 内 訳

△21,

特

324 △15,200

定

85,980

財 源

一 般

11,

財

125

源

100

△5,034 49,900 108,768

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円
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２ 

額

2 民生費交付金 1,682,878 12,006 1,694,884

4 土木費交付金 44,022 △14,736 29,286

15 国庫支出

16 県支出金 2,6

金

16,707 653 2

5

,617,360

,804

2 県補助金 749,

,

879 553 750,

3

432

48 △

3 衛生費

5

県補助金 27,878

,

553 28,431

687 5,798,6

3 委託金

6

176,241 100

1

176,341

１５款  国庫支出金１５款  国庫支出金 １６款  県支出金

1 国庫負担金 3,

 

726,475 669 3,727,144

2 衛生費国庫負担

科

金 2,439 669 3

 

,108

  

歳

   目 補  正 

2 国庫補助

 

金 236,792 △5

 

前

,433 231,35

 

9

 の 補

1 総務費国庫

 

補助金 42,415 3

 

30 42,745

   

 

     正

2 民生

計

費国庫補助金 91,931 825 92,756

 

4 土木費国庫

 

補助金 67,911 △6,588 61,323

款 項 目 予

入

    算   

4

 

国庫交付金 1,818

額

,464 △923 1,

予

817,541

    

1 総務費交付金 15,

算

009 1,807 16

 

,816
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デジタル田園都市国家

区

構想交付金（デジタル

　

実装タイプ）

　

  3

　

,614,000円×

分

1/2

金　　　額

1

［

児 童 福 祉 費 12,00

単

6  [こども未来課]

位

 

：

交 付 金 デジタル田

千

園都市国家構想交付金

円

（デジタル実装タイプ

］

）

　

  24,013

　

,000円×1/2

2都 市 計 画 費 △14,736  [都市整備課] 
交 付 金 社会資本整備総合交付金（道路事業）

2清 掃 費 553  [環境課] 
補 助 金 消費者行政活性化事業費補助金

  1,106,000円×1/2

1保 健 衛 生 費 669  [健康づくり課] 
負 担 金 新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金

  669,000円×10/10

1総 務 管 理 費 330  [秘書人事課] 
補 助 金 子ども・子育て支援事業費補助金

  330,000円×10/10

節

説 

3生 活 保 護 費 825

　

 [ふくし支援課] 

　　

補 助 金 生活困窮者就

　

労準備支援事業費等補

　

助金

　

  1,100

　

,000円×3/4

　　　　　　

1道 路 △7,763

　

 [土木課] 

　

橋 り

明

ょ う 費 道路更新防災等対策事業費補助金
補 助 金

3都 市 計 画 費 1,175  [都市整備課] 
補 助 金 地籍整備推進調査費補助金

1総 務 管 理 費 1,807  [市民サービス課] 
交 付 金
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歳 

6 教育費委託金 183 100 283

 

19 繰入金 259,667 108,7

科

68 368,435

    

1 基金繰入金 25

 

9,667 108,7

 

68 368,435

 

目 補  

1 基金繰入金

正

259,667 108

 

,768 368,43

 

5

前  

 

の 補     

22 市

 

債 1,017,100

 

49,900 1,06

 

7,000

入

  正

1 市債 1,017,100

計

49,900 1,067,000

2 民生債 208,800 65,100 273,900

5 土木債 182,800 △15,20

款

0 167,600

項 目 予    算    額 予 

計 33,152,

 

471 153,634

 

33,306,105

 

１６款  県支出金１

算

６款  県支出金 １９

 

款  繰入金１６款 

 

 県支出金 １９款  

 

繰入金 ２２款  市債

 額
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　　分 金 額

［単位：千円］　　

1教 育 総 務 費 100  [教育課] 
委 託 金 研究指定校調査研究事業委託金

1基 金 108,768  [財政課] 
繰 入 金 江南市財政調整基金繰入金 22,783

江南市土地開発基金繰入金 85,985

節

説

2児 童 福 祉 債 65,100  [こども未来課] 
保育園空調設備改修事業債 51,700
保育園整備事業債 13,400

明

1道 路 △3,900  [土木課] 
橋 り ょ う 債 橋りょう長寿命化事業債

3都 市 計 画 債 △11,300  [都市整備課] 
道路改良事業債

区　
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等  
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県
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- 62 -
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- 64 -
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.
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令和６年議案第４７号  

令和６年度江南市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 令和６年度江南市の国民健康保険特別会計の補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 10,148 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 8,763,403 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 令和６年６月７日提出  

江南市長  澤田 和延 
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出

歳　　入　　合

予

　　計 8,753,2

算

55 10,148 8,

補

763,403

正

歳　入

款 項 補正

第

前の額 補　正　額 計

千

１

円 千円 千円

表

2 国 庫 支 出 金 1 1

　

0,148 10,14

歳

9

1 国

入

庫 補 助 金 1 10,14

歳

8 10,149
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

1 総 務 費 200 10,148 10,348

1 総 務 管 理 費 200 10,148 10,348

歳　　出　　合　　計 8,753,255 10,148 8,763,403
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8 10,149

歳 入 合 計 8,

款

753,255 10,

補

148 8,763,4

正

03

前の予算額 補 正 予 算 額 計

千円 千円 千円

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

2 国 庫 支 出 金 1 10,14

200 10,148 10,348

歳 出 合 計 8,753,255 10,148 8,763,403

（歳  出

款 補正前の予算額 補

）

正予算額 計

千円 千円 千円

務 費1 総
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10,148

10,148

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一 般 財 源
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円
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２ 

額

2 国庫支出金 1 10,148 10,149

1 国庫補助金 1 10,148 10,149

 

2 社会保障・税番号 10,148 10,148

科   

制度シ

歳

ステム整備

  目 補

費等補助金

  正  

 

前 

計 8,7

 

53,255 10,1

の

48 8,763,40

補

3

２款  国庫支出金

正

計

 

款 項 目 予

入

    算    額 予    算    

３　

総務費

補正前の 補 正
特定財源

目 計

　１

算 額予 予  算  額 一般財源 区  分

項　

金  額

総務管

国

理

  県
地方債 その他

支出金

費

 1 一 般 200 10,148 10,348 10,148 12委 託 料 10,148

歳　

管 理 費

　出

補 正 

計 2

　１

00 10,148

予 

10,348 10,148

算 額 の 財 源 内 訳 節

款　
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区 分 金 額

［単位：千円］　　

1社 会 保 障 ・ 10,148 社会保障・税番号制度システム整備費等補助金
税 番 号 制 度   10,148,000円×10/10
シ ス テ ム
整 備 費 等
補 助 金

節

説 明

明

事 業 備 考

１－１－１　

〔国民健康保

一

険システム改修事業〕

般

10,148

管理費　［単位：千

・国民健康

円

保険システム改修事業（給付）

］　

12 委託料 ★★★★★　政策的事業　★★★★★
システム改修委託料

 〈特定財源〉
 国　10,148千円　10,148,000円×10/10

マイナンバーカードと被保険者証の一体化に伴う
システム改修

 補正後10,348,000円－補正前200,000円

説   
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令和６年議案第４８号  

令和６年度尾張都市計画事業江南布袋南部土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

 令和６年度江南市の尾張都市計画事業江南布袋南部土地区画整理事業特別会計の補

正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 242千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ 101,923千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和６年６月７日提出  

江南市長  澤田 和延 
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出

9

歳　　

予

入　　合　　計 101

算

,681 242 101

補

,923

正

歳　入

款 項 補正

第

前の額 補　正　額 計

千

１

円 千円 千円

表

3 繰 入 金 69,1

　

37 242 69,37

歳

9

1 一

入

般 会 計 繰 入 金 69,1

歳

37 242 69,37
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

2 土地区画整理事業費 77,277 242 77,519

1 土地区画整理事業費 77,277 242 77,519

歳　　出　　合　　計 101,681 242 101,923
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2 69,379

歳 入 合 計 10

款

1,681 242 10

補

1,923

正前の予算額 補 正 予 算 額 計

千円 千円 千円

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

3 繰 入 金 69,137 24

画整理事業費 77,277 242 77,519

歳 出 合 計 101,681 242 101,923

（歳  出

款 補正前の予算額 補

）

正予算額 計

千円 千円 千円

2 土地区
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242

242

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一 般 財 源
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円
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２ 

額

3 繰入金 69,137 242 69,379

1 一般会計繰入金 69,137 242 69,

 

379

1 一般会計繰入金 69,137 242 69,379

科   

歳

   

計 101

目

,681 242 101

補

,923

３款  繰入

 

金

 正  

 

前  の 補 正

計

 

款 項 目 予

入

    算    額 予    算    

３　

土地区画

補正前の 補

整

正
特定財

理

源
目 計

予 算 額 予 

事

 算  額 一般財源

業

区  分 金  額

費

国  県
地方債

　１項　

その他
支出金

土地区

 1 土地区画 77

画

,277 242 77,

整

519 242 12委 託

理

料 242

歳　

事業費

整 理
事 業 費

　出

　２

計 77,277 242 77,519 242

款　

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳 節
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区 分 金 額

［単位：千円］　　

1一 般 会 計 242 一般会計繰入金
繰 入 金

節

説 明

説     明

事     業 備     考

〔換地処分清算事業〕 242

２－１－１　

12 委託料  ★

土

★★★★　政策的事業

地

★★★★★

区画整理事

   換地処分等

業

委託料 209

費　

   申請書作成委託

［

料 33  〈特定財源〉

単位

 そ　24

：千円

 　　補

］　

2千円　一般会計繰入金
正後44,993,000円－補正前44,751,000円

  地処分等委託料換
 　補正後26,323,000円－補正前26,114,000円
 申請書作成委託料
 　補正後1,364,000円－補正前1,331,000円
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令和６年議案第４９号　　

第１条　令和６年度江南市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条　令和６年度江南市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的

　収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（計）

   第１款   水道事業収益 千円 千円 千円

     第２項   営 業 外 収 益 千円 千円 千円

   第１款   水道事業費用 千円 千円 千円

     第１項   営　業　費　用 千円 千円 千円

（資本的収入及び支出の補正）

第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額685,101千円」

　を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額692,494千円」に、「過年度分損益勘定留保

　資金509,958千円」を「過年度分損益勘定留保資金516,679千円」に、「当年度分消費税及び地

　方消費税資本的収支調整額63,143千円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

　63,815千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（計）

   第１款   資本的収入 千円 千円 千円

     第５項   補　　助　　金 千円 千円 千円

   第１款   資本的支出 千円 千円 千円

     第１項   建 設 改 良 費 千円 千円 千円

収　　　　入　　

支 出　　

収 入　　

1,650,800

6,050

6,050

支 出　　

　　（科　　　目）

令和６年度江南市水道事業会計補正予算（第１号）

（総則）

（収益的収入及び支出の補正）

　　（科　　　目）

1,397,715

1,376,430

（既決予定額）

335,508

55,475

△ 7,393

△ 7,393

342,901

62,868

（補正予定額）

1,649,578

1,391,665

1,370,380

（既決予定額） （補正予定額）

141,612 1,222

1,222

142,834

1,028,002

918,902

0

0

1,028,002

918,902
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第４条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

令和６年６月７日提出　　

江南市長　　澤田　和延

（債務負担行為）

[単位：千円]

事 項

下般若配水場2号配水ポンプインバーター装置更新工事

限 度 額

18,480

期　　間

令和６年度～令和７年度
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　令和６年度江南市水道事業会計補正予算実施計画

 収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　　入

[単位：千円] 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1,649,578 1,222 1,650,800

2 営業外収益 141,612 1,222 142,834

4
消費税及び地方消費税
還 付 金

228 1,222 1,450

支　　　出
[単位：千円] 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1,391,665 6,050 1,397,715

1 営 業 費 用 1,370,380 6,050 1,376,430

1 原 水 及 び 浄 水 費 581,834 6,050 587,884

項

水道事業
費 用

目

款 項 目

1

水道事業
収 益

1

款
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 資　本　的　収　入　及　び　支　出
収　　　入

[単位：千円] 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

342,901 △ 7,393 335,508

5 補 助 金 62,868 △ 7,393 55,475

1 県 補 助 金 62,500 △ 62,500 0

3 国 庫 補 助 金 55,107 55,107

支　　　出
[単位：千円] 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1,028,002 0 1,028,002

1 建設改良費 918,902 0 918,902

2 水 道 建 設 改 良 費 804,565 0 804,565

款 項 目

1 資 本 的
支 出

款 項 目

1 資 本 的
収 入
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[単位：千円]
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 188,326

減価償却費 454,204

固定資産除却費 14,300

引当金の増減額（△は減少） △ 3,176

長期前受金戻入額 △ 132,845

受取利息及び受取配当金 △ 7

支払利息 19,963

固定資産売却損益 20

未収金の増減額（△は増加） 22,695

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 2,946

未払金の増減額（△は減少） 1,723

小計 562,257

利息及び配当金の受取額 7

利息の支払額 △ 19,963

業務活動によるキャッシュ・フロー 542,301

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 754,834

有形固定資産の売却による収入 11

分担金及び負担金による収入 107,475

補助金等による収入 56,147

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 591,201

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 150,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 107,100

財務活動によるキャッシュ・フロー 42,900

資金増加額（又は減少額） △ 6,000

資金期首残高 1,175,130

資金期末残高 1,169,130

令和６年度江南市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)
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[単位：千円]

１ 　固　定　資　産

(1)有形固定資産

イ 土地 240,387

ロ 建物 358,856

減価償却累計額 △ 200,572 158,284

ハ 構築物 22,019,619

減価償却累計額 △ 11,058,951 10,960,668

ニ 機械及び装置 2,181,424

減価償却累計額 △ 1,575,618 605,806

ホ 車両運搬具 13,982

減価償却累計額 △ 10,929 3,053

ヘ 工具器具及び備品 10,294

減価償却累計額 △ 9,650 644

ト 建設仮勘定 107,687

有形固定資産合計 12,076,529

(2)無形固定資産

電話加入権 1,392

無形固定資産合計 1,392

固定資産合計 12,077,921

２ 　流　動　資　産

(1)現金預金 1,169,130

(2)未収金 267,900

貸倒引当金 △ 500 267,400

(3)貯蔵品 819

流動資産合計 1,437,349

資産合計 13,515,270

令 和 ６ 年 度 江 南 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(令和７年３月３１日)

資 産 の 部
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３ 　固　定　負　債

企業債

1,583,575

1,583,575

固定負債合計 1,583,575

４ 　流　動　負　債

(1)企業債

104,395

104,395

(2)未払金 269,434

(3)引当金

賞与引当金 8,375

引当金合計 8,375

(4)預り金 2,400

(5)その他流動負債 2,000

流動負債合計 386,604

５ 　繰　延　収　益

長期前受金 6,678,827

長期前受金収益化累計額 △ 3,193,821

繰延収益合計 3,485,006

負債合計 5,455,185

６ 　資　本　金

イ 固有資本金 19,946

ロ 出資金 1,182,247

ハ 組入資本金 5,652,859

資本金合計 6,855,052

７ 　剰　余　金

(1)資本剰余金

イ 負担金 196,744

ロ 受贈財産評価額 50,749

ハ 分担金 110,793

資本剰余金合計 358,286

(2)利益剰余金

当年度未処分利益剰余金 846,747

利益剰余金合計 846,747

剰余金合計 1,205,033

資本合計 8,060,085

負債資本合計 13,515,270

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計

資 本 の 部

負 債 の 部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計
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　令和６年度江南市水道事業会計補正予算事項別明細書
　収 益 的 収 入 及 び 支 出

　収　　入
１款　　水道事業収益

款 項 目 金 額

1　水道事業収益 1,649,578 1,222 1,650,800

2　営業外収益 141,612 1,222 142,834

4　消費税及び地方 228 1,222 1,450 1 消費税及び地方 1,222

 消費税還付金 消 費 税 還 付 金

　支　　出
１款　　水道事業費用

款 項 目 金 額

1　水道事業費用 1,391,665 6,050 1,397,715

1　営業費用 1,370,380 6,050 1,376,430

1　原水及び浄水費 581,834 6,050 587,884 20 修 繕 費 6,050

区 分

科 目
補正前の額 補 正 額 計

節

科 目
補正前の額 補 正 額 計

節

区 分
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消費税及び地方消費税還付金

１－１－１　原水及び浄水費

〔施設維持管理事業〕 6,050

・取水・配水施設維持管理事業

修繕費

下般若配水場配水バルブ修繕

[単位：千円]

[単位：千円]

説  明

説  明

事 業 備 考

20
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　資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　入

１款　　資本的収入

款 項 目 金 額

1　資本的収入 342,901 △ 7,393 335,508

5　補助金 62,868 △ 7,393 55,475

1　県補助金 62,500 △ 62,500 0 1 県 補 助 金 △ 62,500

3　国庫補助金 55,107 55,107 1 国 庫 交 付 金 55,107

　支　　出
１款　　資本的支出

款 項 目 金 額

1　資本的支出 1,028,002 1,028,002

1　建設改良費 918,902 918,902

2　水道建設改良費 804,565 804,565 24 工 事 請 負 費

科 目
補正前の額 補 正 額 計

節

区 分

科 目
補正前の額 補 正 額 計

節

区 分
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生活基盤施設耐震化等補助金

社会資本整備総合交付金（防災・安全）

220,428,000×1/4

１－１－２　水道建設改良費

〔施設維持管理事業〕

・配水場等施設更新維持工事事業 下般若配水場2号配水ポンプインバーター装置更新工事に係る

債務負担行為

　期間　　令和6年度～令和7年度

　限度額　18,480千円

〔基幹管路更新事業〕

・基幹管路更新工事事業

工事請負費

基幹管路更新工事費

（財源更正）

〈特定財源〉

国　　55,107千円

　220,428,000円×1/4

県　△62,500千円

　補正後0円－補正前250,000,000円×1/4

[単位：千円]

説  明

[単位：千円]

説  明

事 業 備 考

24 ★★★★★　政策的事業 （戦略プロジェクト） ★★★★★
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令和６年議案第５０号　　

第１条　令和６年度江南市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

千円

     第１項 千円 千円

     第２項 千円 千円

千円

     第１項 千円 千円

（資本的収入及び支出の補正）

第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額174,282千円」

　を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額171,336千円」に、「当年度分損益勘定留

　保資金97,853千円」を「当年度分損益勘定留保資金94,907千円」に改め、資本的収入及び支出

　の予定額を次のとおり補正する。

   第１款   資本的収入 千円 千円 千円

     第１項 千円 千円 千円

     第３項 千円 千円 千円

     第５項 千円 千円 千円

   第１款   資本的支出 千円 千円 千円

     第１項 千円 千円 千円

補 助 金 415,910 △ 91,210 324,700

建 設 改 良 費 1,775,366 △ 55,596 1,719,770

支　　　　出　　

2,473,709

令和６年度江南市下水道事業会計補正予算（第１号）

（総則）

（収益的収入及び支出の補正）

第２条　令和６年度江南市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益

　　（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　　入　　

第１款   下水道事業収益 1,054,691 千円 295 千円 1,054,986

営 業 収 益 476,869 千円 2,200 479,069

営 業 外 収 益 577,821 千円 △ 1,905 575,916

支　　　　出　　

第１款   下水道事業費用 1,213,216 千円 0 千円 1,213,216

△ 52,650 2,246,777

営 業 費 用 1,076,813 千円 0 1,076,813

企 業 債 1,552,200 38,600 1,590,800

　　（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　　入　　

2,299,427

2,418,113△ 55,596

負 担 金 37,921 △ 40 37,881
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（企業債の補正）

第４条　予算第６条に定めた企業債の限度額を次のとおり補正する。

〔単位：千円〕

（他会計からの補助金の補正）

第５条　予算第10条中「18,500千円」を「15,554千円」に改める。

令和６年６月７日提出

江南市長　　澤田　和延

補 正 後

限度額
起債の
方　法

利率 償還の方法 限度額
起債の
方　法

利率
起債の目的

補 正 前

事業 (汚水 )
805,200

公共下水道

普通貸借

又は

証券発行

4.0％
以内

　借入れの日
から据置期間
を含めて40年
以内償還。た
だし、企業財
政の都合によ
り償還期限を
短縮し、又は
繰上償還もし
くは低利に借
換えすること
ができる。

784,100

計 1,552,200 1,590,800

事業 (雨水 )

公共下水道

365,100

償還の方法

補正前
に同じ

382,600

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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　令和６年度江南市下水道事業会計補正予算実施計画

 収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　　入

[単位：千円] 

補 正 前 の 額 補　正　額 計

1,054,691 295 1,054,986

1 営 業 収 益 476,869 2,200 479,069

2 他 会 計 負 担 金 40,963 2,200 43,163

2 営業外収益 577,821 △ 1,905 575,916

2 他 会 計 補 助 金 18,500 △ 2,946 15,554

3 補 助 金 16,100 △ 2,200 13,900

5
消費税及び地方消費税
還 付 金

88,218 3,241 91,459

支　　　出
[単位：千円] 

補 正 前 の 額 補　正　額 計

1,213,216 1,213,216

1 営 業 費 用 1,076,813 1,076,813

2 雨 水 施 設 費 39,457 39,457

6 減 価 償 却 費 577,934 577,934

款 項 目

1 下 水 道
事業収益

項

1 下 水 道
事業費用

目款
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 資　本　的　収　入　及　び　支　出
収　　　入

[単位：千円] 

補 正 前 の 額 補　正　額 計

2,299,427 △ 52,650 2,246,777

1 企 業 債 1,552,200 38,600 1,590,800

1 企 業 債 1,552,200 38,600 1,590,800

3 負 担 金 37,921 △ 40 37,881

1 他 会 計 負 担 金 34,336 △ 40 34,296

5 補 助 金 415,910 △ 91,210 324,700

1 国 庫 補 助 金 415,910 △ 91,210 324,700

支　　　出
[単位：千円] 

補 正 前 の 額 補　正　額 計

2,473,709 △ 55,596 2,418,113

1 建設改良費 1,775,366 △ 55,596 1,719,770

1 汚 水 管 き ょ 整 備 費 1,207,572 △ 55,596 1,151,976

2 雨 水 施 設 整 備 費 482,476 482,476

1 資 本 的
支 出

款 項 目

款 項 目

1 資 本 的
収 入
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[単位：千円]
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 247,131

減価償却費 577,934

引当金の増減額（△は減少） 46

長期前受金戻入額 △ 226,981

支払利息 135,353

未収金の増減額（△は増加） △ 36,470

未払金の増減額（△は減少） △ 42,066

小計 160,685

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 135,353

業務活動によるキャッシュ・フロー 25,332

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出 △ 73,881

補助金等による収入 324,568

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,326,855

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,590,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 697,343

他会計からの出資による収入 292,102

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,185,559

資金増加額（又は減少額） △ 115,964

資金期首残高 1,132,511

資金期末残高 1,016,547

令和６年度江南市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

△ 1,577,542
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[単位：千円]

１ 　固　定　資　産

(1)有形固定資産

イ 構築物 19,601,854

減価償却累計額 △ 2,462,647 17,139,207

ロ 機械及び装置 273,790

減価償却累計額 △ 53,453 220,337

ハ 車両運搬具 1,036

減価償却累計額 △ 984 52

ニ 工具器具及び備品 311

減価償却累計額 △ 295 16

ホ 建設仮勘定 2,957,771

有形固定資産合計 20,317,383

(2)無形固定資産

施設利用権 1,701,562

無形固定資産合計 1,701,562

(3)投資その他資産

イ 出資金 563

投資その他資産合計 563

 固定資産合計 22,019,508

２ 　流　動　資　産

(1)現金預金 1,016,547

(2)未収金 174,581

貸倒引当金 △ 400 174,181

流動資産合計 1,190,728

資産合計 23,210,236

令 和 ６ 年 度 江 南 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(令和７年３月３１日)

資 産 の 部
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３ 　固　定　負　債

企業債

11,539,513

11,539,513

固定負債合計 11,539,513

４ 　流　動　負　債

(1)企業債

712,705

712,705

(2)未払金 803,496

(3)引当金

賞与引当金 7,068

引当金合計 7,068

(4)その他流動負債 411

流動負債合計 1,523,680

５ 　繰　延　収　益

長期前受金 8,697,433

長期前受金収益化累計額 △ 1,141,150

繰延収益合計 7,556,283

負債合計 20,619,476

６ 　資　本　金

イ 固有資本金 2,156,456

ロ 繰入資本金 829,998

資本金合計 2,986,454

７ 　剰　余　金

(1)利益剰余金（△は欠損金）

当年度未処分利益剰余金 △ 395,694

利益剰余金合計 △ 395,694

剰余金合計 △ 395,694

資本合計 2,590,760

負債資本合計 23,210,236

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計

資 本 の 部

負 債 の 部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計
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　収　　入
１款　　下水道事業収益

款 項 目 金　　額

1　下水道事業収益 1,054,691 295 1,054,986

1　営業収益 476,869 2,200 479,069

2　他会計負担金 40,963 2,200 43,163 1 他会計負担金 2,200

2　営業外収益 577,821 △ 1,905 575,916

2　他会計補助金 18,500 △ 2,946 15,554 1 他会計補助金 △ 2,946

3　補助金 16,100 △ 2,200 13,900 1 国 庫 補 助 金 △ 2,200

5　消費税及び 88,218 3,241 91,459 1 消 費 税 及 び 3,241

    地方消費税 地 方 消 費 税

    還付金 還 付 金

科　 　目
補正前の額 補　正　額 計

節

区　 　分

令和６年度江南市下水道事業会計補正予算事項別明細書
収 益 的 収 入 及 び 支 出
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雨水処理負担金

雨水施設費交付金

[単位：千円]

消費税及び地方消費税還付金

一般会計補助金

社会資本整備総合交付金（下水道事業）

説  　    明
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　支　　出
１款　　下水道事業費用

款 項 目 金　　額

1　下水道事業費用 1,213,216 1,213,216

1　営業費用 1,076,813 1,076,813

2　雨水施設費 39,457 39,457

6　減価償却費 577,934 577,934

区　 　分
計

科　 　目
補正前の額 補　正　額

節
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１－１－２　雨水施設費

〔下水道台帳（雨水）整備事業〕

・ 内水浸水想定区域図整備事業 （財源更正）

〈特定財源〉

国　△2,200千円 

　 補正後22,600,000円×1/2－補正前27,000,000円×1/2

そ　△2,200千円   雨水処理負担金

 補正後23,075,000円－補正前20,875,000円

〔下水道経営事業〕

・ 企業会計経理事務 （財源更正）

〈特定財源〉

そ　△2,946千円   一般会計補助金

 補正後15,554,000円－補正前18,500,000円

★★★★★  政策的事業  ★★★★★

事　 　業 備　 　考

以下、政策的事業

説  　    明

[単位：千円]
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　収　　入
１款　　資本的収入

款 項 目 金　　額

1　資本的収入 2,299,427 △ 52,650 2,246,777

1　企業債 1,552,200 38,600 1,590,800

1　企業債 1,552,200 38,600 1,590,800 1 建設改良費の 38,600

為 の 企 業 債

3　負担金 37,921 △ 40 37,881

1　他会計負担金 34,336 △ 40 34,296 1 他 会 計 △ 40

負 担 金

5　補助金 415,910 △ 91,210 324,700

1　国庫補助金 415,910 △ 91,210 324,700 1 汚 水 管 き ょ △ 73,750

整備費交付金

2 雨 水 施 設 △ 17,460

整備費交付金

節

区　 　分

科　 　目
補正前の額 補　正　額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

計
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公共下水道事業債（汚水） 21,100

公共下水道事業債（雨水） 17,500

一般会計負担金（雨水）

社会資本整備総合交付金（下水道事業）

[単位：千円]

説  　    明

社会資本整備総合交付金（下水道事業）
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　支　　出
１款　　資本的支出

款 項 目 金　　額

1　資本的支出 2,473,709 △ 55,596  2,418,113

1　建設改良費 1,775,366 △ 55,596 1,719,770

1　汚水管きょ整備費 1,207,572 △ 55,596 1,151,976 24 工 事 請 負 費 △ 55,596

2　雨水施設整備費 482,476 482,476

科　　　　　　　　目
補正前の額 補　正　額

節
計

区　　　分
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１－１－１　汚水管きょ整備費

〔管きょ布設事業〕 △ 55,596

工事請負費 〈特定財源〉

舗装復旧工事費（社会資本整備総合 国　△73,750千円

交付金事業） 　　補正後451,900,000円×1/2－補正前599,400,000円×1/2

地　△21,100千円

　［社会資本整備総合交付金事業（下水道事業）］

　　 補正後（451,900,000円－225,950,000円）×90％

　－補正前（599,400,000円－299,700,000円）×90％

　［単市事業］

　　 補正後（1,005,275,000円－451,900,000円）×95％

　－補正前（1,060,871,000円－599,400,000円）×95％

補正後85,720,000円－補正前141,316,000円

〔雨水貯留施設整備事業〕

（財源更正）

〈特定財源〉

国　△17,460千円

　　補正後175,600,000円×1/2－補正前210,520,000円×1/2

地　△17,500千円

　［社会資本整備総合交付金事業（下水道事業）］

 補正後（283,497,000円－87,800,000円）×100％

　　－補正前（283,497,000円－105,260,000円）×100％

そ　00,0△40千円

　補正後12,076,000円－補正前12,116,000円

以下、政策的事業

[単位：千円]

備　 　考

説  　    明

事　 　業

★★★★★  政策的事業  ★★★★★

24
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令和６年報告第１号 

令和５年度江南市一般会計継続費繰越計算書について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定に基づき、

別紙のとおり報告する。 

  令和６年６月７日提出  

江南市長  澤田 和延  
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（単位：円）

８
土木費

３
河川費 雨水貯留施設整備事業 120,516,000 19,822,000 19,822,000 19,789,000 33,000 33,000 33,000

120,516,000 19,822,000 19,822,000 19,789,000 33,000 33,000 33,000

  令 和 ５ 年 度 江 南 市 一 般 会 計 継 続 費 繰 越 計 算 書

款 項 事 業 名 継続費の総額

令和５年度継続費予算現額
支出済額
及び支出
見 込 額

残  額
翌　年　度
逓次繰越額

左  の  財  源  内  訳

合  計

予算計上額
前年度
逓　次
繰越額

計 繰 越 金

特  定  財  源

国　県
支出金

地方債 その他
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（参考）

令和５年度江南市一般会計継続費繰越計算書明細表

（単位：円）

逓次繰越額

委託料 19,822,000 19,789,000 19,789,000 33,000

計 19,822,000 19,789,000 19,789,000 33,000

委託料 100,694,000 33,000 96,492,000

計 100,694,000 33,000 96,492,000

120,516,000 116,281,000

款

合 計 120,516,000 116,281,000

契約額等 当該年度執行額 翌年度繰越額

８
土木費

３
河川費 雨水貯留施設整備事業

項 事 業 名 継 続 費 予 算 現 額

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

計
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令和６年報告第２号 

令和５年度江南市一般会計繰越明許費繰越計算書について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定に基づき、

別紙のとおり報告する。 

  令和６年６月７日提出  

江南市長  澤田 和延 
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（単位：円）

翌  年  度

款 項 事  業  名 金　　額 既   収   入 未   収   入

繰  越  額 特  定  財  源 特  定  財  源

そ
20,000,000 20,000,000 17,400,000 2,600,000

7,920,000 4,290,000 4,290,000

地
44,575,000 20,512,800 14,100,000 6,412,800

地
23,471,000 10,287,200 6,700,000 3,587,200

国
146,556,000 54,922,738 54,922,738

国
151,720,000 144,485,354 144,485,354

国
8,847,000 3,832,775 3,832,775

２
総務費

 令 和 ５ 年 度 江 南 市 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

一 般 財 源

防災行政無線改修事業

左 

  

 の 

  

 財 

  

 源 

  

 内  訳

市制７０周年記念事業

１
総務管理費

物価高騰対応重点支援給付金支給事業
（拡大分）

３
民生費

１
社会福祉費

（仮称）多世代交流プラザ整備事業

３
生活保護費

物価高騰対応重点支援給付金支給事業

２
児童福祉費

児童館（（仮称）多世代交流プラザ）整備
事業

４
衛生費

１
保健衛生費

新型コロナウイルスワクチン接種事業
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翌  年  度

款 項 事  業  名 金　　額 既   収   入 未   収   入

繰  越  額 特  定  財  源 特  定  財  源
一 般 財 源

左  の  財  源  内  訳

1,595,000 1,562,000 1,562,000

7,315,000 6,380,000 6,380,000

12,175,000 12,175,000 12,175,000

国
138,876,000 138,876,000 50,142,000 35,134,000

地
53,600,000

国
84,513,000 84,513,000 22,947,000 15,866,000

地
45,700,000

国
31,141,000 31,141,000 8,303,000 6,238,000

地
16,600,000

合　 　計 678,704,000 532,977,867 17,400,000 421,332,867 94,245,000

学校施設改修（ＬＥＤ化）事業（中学校）
３
中学校費

すいとぴあ江南維持運営事業

９
消防費

１
消防費

消防車両更新等事業

８
土木費

４
都市計画費

布袋駅付近鉄道高架化整備事業

７
商工費

１
商工費

曽本地区工業用地整備推進事業

５
労働費

１
労働費

２
小学校費

学校施設改修（ＬＥＤ化）事業（小学校）

10
教育費
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（参考）
令和５年度江南市一般会計繰越明許費繰越計算書明細表

（単位：円）

当 該 年 度 繰越明許費
執  行  額 予  算  額

委託料 20,000,000 20,000,000 0 20,000,000 20,000,000

計 20,000,000 20,000,000 0 20,000,000 20,000,000

委託料 7,920,000 4,290,000 0 7,920,000 4,290,000

計 7,920,000 4,290,000 0 7,920,000 4,290,000

委託料 44,575,000 20,512,800 0 44,575,000 20,512,800

計 44,575,000 20,512,800 0 44,575,000 20,512,800

委託料 23,471,000 10,287,200 0 23,471,000 10,287,200

計 23,471,000 10,287,200 0 23,471,000 10,287,200

職員手当等 1,033,000 1,032,833 1,032,833 1,033,000 0

需用費 564,000 547,845 496,522 564,000 51,323

役務費 7,896,000 7,896,000 4,889,005 7,896,000 3,006,995

委託料 10,021,000 8,976,000 0 10,021,000 8,976,000

使用料及び賃借料 702,000 702,000 283,580 702,000 418,420

負担金、補助及び交付金 616,900,000 616,900,000 574,430,000 126,340,000 42,470,000

計 637,116,000 636,054,678 581,131,940 146,556,000 54,922,738

職員手当等 1,045,000 1,045,000 545,556 1,045,000 499,444

需用費 240,000 240,000 148,082 240,000 91,918

役務費 5,417,000 5,417,000 1,221,920 5,417,000 4,195,080

委託料 6,589,000 5,796,472 0 6,589,000 5,796,472

使用料及び賃借料 379,000 379,000 76,560 379,000 302,440

負担金、補助及び交付金 138,050,000 138,050,000 4,450,000 138,050,000 133,600,000

計 151,720,000 150,927,472 6,442,118 151,720,000 144,485,354

翌年度繰越額項 事 業 名

市制７０周年記念事業

款

防災行政無線改修事業

物価高騰対応重点支援給付金支給事業

歳 出 予 算 額 契約額等

１　社会福祉費 （仮称）多世代交流プラザ整備事業

２　児童福祉費
児童館（（仮称）多世代交流プラザ）整
備事業

２　総務費 １　総務管理費

３　民生費

３　生活保護費

物価高騰対応重点支援給付金支給事業
（拡大分）
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当 該 年 度 繰越明許費
執  行  額 予  算  額

翌年度繰越額項 事 業 名款 歳 出 予 算 額 契約額等

需用費 149,000 80,825 55,825 25,000 25,000

役務費 4,473,000 685,500 655,500 746,000 30,000

委託料 162,654,000 94,410,581 90,632,806 8,076,000 3,777,775

計 167,276,000 95,176,906 91,344,131 8,847,000 3,832,775

需用費 2,095,000 1,760,000 198,000 1,595,000 1,562,000

計 2,095,000 1,760,000 198,000 1,595,000 1,562,000

委託料 7,315,000 6,380,000 0 7,315,000 6,380,000

計 7,315,000 6,380,000 0 7,315,000 6,380,000

委託料 1,882,000 1,881,000 0 1,881,000 1,881,000

負担金、補助及び交付金 10,294,000 10,294,000 0 10,294,000 10,294,000

計 12,176,000 12,175,000 0 12,175,000 12,175,000

旅費 218,000 146,120 58,120 88,000 88,000

役務費 252,000 209,089 120,089 89,000 89,000

備品購入費 138,601,000 138,600,000 0 138,600,000 138,600,000

公課費 197,000 164,600 65,600 99,000 99,000

計 139,268,000 139,119,809 243,809 138,876,000 138,876,000

工事請負費 84,513,000 84,513,000 0 84,513,000 84,513,000

計 84,513,000 84,513,000 0 84,513,000 84,513,000

工事請負費 31,141,000 31,141,000 0 31,141,000 31,141,000

計 31,141,000 31,141,000 0 31,141,000 31,141,000

７　商工費

５　労働費 １　労働費

532,977,867合 計 1,328,586,000 1,212,337,865 679,359,998 678,704,000

すいとぴあ江南維持運営事業

新型コロナウイルスワクチン接種事業

曽本地区工業用地整備推進事業１　商工費

８　土木費 ４　都市計画費 布袋駅付近鉄道高架化整備事業

９　消防費

３　中学校費
学校施設改修（ＬＥＤ化）事業（中学
校）

１　消防費 消防車両更新等事業

２　小学校費
学校施設改修（ＬＥＤ化）事業（小学
校）

４　衛生費 １　保健衛生費

10　教育費
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令和６年報告第３号 

      

令和５年度江南市下水道事業会計予算繰越計算書について 

                                      

  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づき、別

紙のとおり報告する。 

                                      

  令和６年６月７日提出                        

 

                      江南市長  澤田 和延   
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　地方公営企業法第26条第1項の規定による建設改良費の繰越額

企業債 国庫支出金
他会計
負担金

円 円 円 円 円 円 円 円

577,350,000 219,604,000 357,746,000 225,200,000 132,500,000 46,000 0 0

（注）翌年度繰越額には、消費税及び地方消費税を含む。

翌 年 度
繰 越 額

左の財源内訳
不 用 額

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購 入 限 度 額

説     明

1 資本的支出 1 建設改良費

雨水貯留施設整
備事業（雨水貯
留施設設置工事
費）

年度内に工事を完了す
ることができなかった
ため。

令 和 ５ 年 度 江 南 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 繰 越 計 算 書

款 項 事  業  名 予算計上額
支払義務
発 生 額
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令和６年報告第４号 

 

   令和６年度江南市土地開発公社の経営状況について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づき、別

紙のとおり報告する。 

 

  令和６年６月７日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年度江南市土地開発公社事業計画を次のとおり定めるものとする。

区　分 事 業 名
事 業 量

　　　　　　㎡
事 業 費

　　　　　千円

公有地売却事業
鉄道高架仮線用地及び
代替地

1,181.60 85,986

令和６年度江南市土地開発公社事業計画について

令 和 ６ 年 度 江 南 市 土 地 開 発 公 社 事 業 計 画
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　（総則）

第１条  令和６年度江南市土地開発公社の予算は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

  収　入

　第１款  事業収益 86,336 千円

　  第１項  公有地取得事業収益 85,986 千円

　  第２項  附帯等事業収益　　 350 千円

　第２款  事業外収益 21 千円

　  第１項  受取利息　　　　　 1 千円

　  第２項  有価証券利息　　　　　 20 千円

  支　出　

　第１款  事業原価 85,986 千円

　  第１項  公有地取得事業原価 85,986 千円

　第２款  販売費及び一般管理費 161 千円

　  第１項  販売費及び一般管理費 161 千円

　（資本的収入及び支出）

第３条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入が

　　資本的支出に対して不足する額 85,986千円は、当年度損益勘定留保資金

　　で補填するものとする。）。

  支　出　

　第１款  資本的支出 85,986 千円

　　第１項  借入金償還金 85,986 千円

令和６年度江南市土地開発公社予算

令 和 ６ 年 度 江 南 市 土 地 開 発 公 社 予 算 書
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収  入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額

１．事業収益 86,336

１．公有地取得 85,986

　　事業収益 １．公有用地売却収益 85,986

２．附帯等事業収益 350

１．保有土地賃貸等収益 350

２．事業外収益 21

１．受取利息 1

１．受取利息 1

２．有価証券利息 20

１．有価証券利息 20

支  出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額

１．事業原価 85,986

85,986

１．公有用地売却原価 85,986

161

161

１．経費 161

支  出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額

１．資本的支出 85,986

１．借入金償還金 85,986

１．償還金 85,986

１．販売費及び
　　一般管理費

令和６年度江南市土地開発公社予算実施計画書

収益的収入及び支出

２．販売費及び
　　一般管理費

１．公有地取得
　　事業原価

資本的収入及び支出

令和６年度江南市土地開発公社予算実施計画書
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（単位：千円）

１．事業収益　
（１）附帯等事業収益 313 313

２．販売費及び一般管理費
（１）販売費及び一般管理費 83 83

（事業利益） 230

３．事業外収益
（１）受取利息 1
（２）有価証券利息 20 21

 当期純利益 251

 （単位：千円）
　（資産の部）
１．流動資産

（１）現金預金
（２）公有用地
（３）代替地

流動資産合計
２．固定資産

（１）投資有価証券
固定資産合計
資産合計

　（負債の部）
１．流動負債

（１）短期借入金
流動負債合計

２．固定負債
（１）長期借入金 460,296

固定負債合計 460,296
負債合計

　（資本の部）
１．資本金

（１）基本財産
資本金合計

２．準備金
（１）前期繰越準備金
（２）当期純利益

準備金合計
資本合計
負債・資本合計

1,347
375,391

令和５年度江南市土地開発公社予定損益計算書

令和５年度江南市土地開発公社予定貸借対照表

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（令和６年３月３１日）

10,000

0

462,723

10,000
472,723

85,985

472,723

251

10,000

2,427
12,427

0

460,296

10,000

2,176
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（単位：千円）

（資産の部）

１．流動資産

（１）現金預金 1,557

（２）公有用地 375,391

（３）代替地 0

　　流動資産合計

２．固定資産

（１）投資有価証券 10,000

　　固定資産合計

　　資産合計

（負債の部）

１．流動負債

（１）短期借入金 0

　　流動負債合計

２．固定負債

（１）長期借入金 374,311

　　固定負債合計

　　負債合計

（資本の部）

１．資本金　

（１）基本財産 10,000

　　資本金合計

２．準備金

（１）前期繰越準備金 2,427

（２）当期純利益 210

　　準備金合計

　　資本合計

　　負債・資本合計

　直接費

（１）支払利息 千円

計 千円

当年度公有地取得原価 千円

前年度末未処分用地 千円

当年度用地売却原価 千円

当年度末未処分用地 千円

（令和７年３月３１日）

令和６年度江南市土地開発公社予定貸借対照表

375,391

12,637

0

0

0

10,000

386,948

461,376

2,637

85,985

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

令和６年度江南市土地開発公社予定公有用地等取得原価計算書

376,948

10,000

386,948

0

374,311

374,311
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収　入

　第１款  事業収益

　　第１項  公有地取得事業収益 （単位：千円）

区 分 金 額
１．公有用地 85,986 1 85,985 １．公有用地 85,986 鉄道高架仮線用地及び代替地

　　売却収益 　　売却収益

　　第２項  附帯等事業収益 （単位：千円）

区 分 金 額
１．保有土地賃貸 350 350 0 １．土地貸付 350 電柱　1,500円×1本

　　等収益 　　収益

       99,187円　(515㎡)

       30,493円　(235㎡)

　第２款  事業外収益

　　第１項  受取利息　　　　 （単位：千円）

区 分 金 額
１．受取利息 1 1 0 １．受取利息 1 普通預金利子

　　第２項  有価証券利息 （単位：千円）

区 分 金 額
１．有価証券利息 20 20 0 １．有価証券 20

支　出　

　第１款  事業原価

　　第１項  公有地取得事業原価 （単位：千円）

区 分 金 額
１．公有用地 85,986 1 85,985 １．公有用地 85,986 鉄道高架仮線用地及び代替地

　　売却原価 　　売却原価

　第２款  販売費及び一般管理費

　　第１項  販売費及び一般管理費 （単位：千円）

区 分 金 額
１．経費　　 161 106 55 １．報酬　　 18 監事報酬　 5,700円×3回

８．旅費 6 普通旅費

10．需用費 10 消耗品費 5

印刷製本費 5

12．役務費 1 残高証明発行手数料 1

26．公租公課 126 法人県民税均等割 21

法人市民税均等割 50

固定資産税 55

令和６年度江南市土地開発公社予算細目説明書

収益的収入及び支出

本年度 前年度 比 較
節

説 明目

物流倉庫 218,884円(155.26㎡)

前年度

節

前年度

説 明本年度

目

目 本年度 前年度 比 較

前年度

比 較

目

本年度

節

前年度 比 較 説 明

説 明比 較

砕石・砂利プラント及び陸砂
利原石堆積場

節

説 明

比 較

岡山県平成28年度第2回公募公
債利息（R9.3.31満期）

説 明

目 本年度

目 本年度
節

節
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支　出　

　第１款  資本的支出

　　第１項  借入金償還金 （単位：千円）

区 分 金 額
１．償還金 85,986 0 85,986 １．償還金 85,986 鉄道高架仮線用地及び代替地

目 本年度 前年度 比 較
節

説 明

令和６年度江南市土地開発公社予算細目説明書

資本的収入及び支出
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（単位：千円）

区 分 前年度決算見込額 当年度予定額 増 減

 受 入 資 金
1,430 87,704 86,274

    公有地取得事業収益
0 85,986 85,986

　　附帯等事業収益
313 350 37

　　事業外収益
21 21 0

　　借入金
0 0 0

　　前年度繰越金
1,096 1,347 251

 支 払 資 金
83 86,147 86,064

　　販売費及び一般管理費
83 161 78

　　公有地取得事業費　
0 0 0

　　借入金償還金
0 85,986 85,986

 差 引
1,347 1,557 210

令和６年度江南市土地開発公社資金計画書
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